
（ ）

科学技術・イノベーション

--180

目標最終年度

- 年度

18 14 20 - -

独立行政法人労働安全衛生総合研究所
中期目標・中期計画
独立行政法人労働安全衛生総合研究所年度計画

－ -

-

関係する計画、
通知等

　 0363

- 年度

10 10 10 - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

2,015 1,971 2,007 0 0

1,971 2,007

執行率（％） 100% 100% 100%

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
平成２７年度

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

（平成27年度終了事業）
　①プレス、木材加工機械等による労働災害、建設業における足場の倒壊、墜落、土砂崩壊による労働災害、化学設備等における爆発火災災害、感電災害
等を防止するための産業安全面の調査及び研究や、②じん肺、職業がん、腰痛等の職業性疾病、メンタルヘルス、健康保持増進、有害物質を除去するため
の局所排気装置等に関する労働衛生面の調査及び研究を行うことにより、労働災害防止対策が図られることを目的とする。

前年度から繰越し － －

－

　独立行政法人労働安全
衛生総合研究所第二期中
期目標（5年間で50件）の達
成に向けて、調査研究で得
られた科学的知見が、労働
安全衛生関係法令・指針・
通達、国内外の労働安全
衛生に関する基準の制改
定等へ反映された件数。

成果実績

単位

-

補正予算

2,007

27年度
中間目標

200

予算額・
執行額

（単位:百万円）

140

26年度 27年度

－

25年度

2,015

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

件

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

（平成27年度終了事業）
　（独）労働安全衛生総合研究所が行う事業の運営に必要な経費を交付する。
　同研究所では、応用研究の基本である測定や分析等の基盤技術の研究を行うとともに、災害原因の詳細な究明と防止策について調査及び研究を行ってお
り、その成果については、行政施策の策定に活用されるほか、論文等として一般に公表している。また、同種現場を有する事業場での活用が図られるように
研究所の独自指針を策定公表しているものもある。
　その他、重大な労働災害や原因究明が困難な労働災害について、行政の要請を受けて研究員を派遣し、災害調査の実施を通して災害原因を科学技術的
な側面から究明した上で、行政に報告している。

－ -

2,015

－ －

－ -

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

独立行政法人労働安全衛生総合研究所運営費交付金に必要な
経費 担当部局庁 労働基準局安全衛生部 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 計画課 富田　望

事業名

会計区分

28年度

－

翌年度へ繰越し －

計

社会保障、文教及び科学振興

－

1,971

実施方法

件
　労働安全衛生関係法令・
指針・通達、国内外の労働
安全衛生に関する基準の
制改定等へ科学的知見が
反映された件数を10件程
度とすることを目標とする。

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人労働安全衛生総合研究所法第１１条

主要政策・施策

定量的な成果目標

一般会計、労働保険特別会計労災勘定



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

測
定
指
標

                                        -

                                           -

                                           -

目標年度

- 年度 29 年度

計

実績値 人 1,030

施策 労働者の安全と健康が確保され、労働者が安心して働くことができる職場づくりを推進すること（施策目標Ⅲ－２－１）

政策 施策大目標２　安全・安心な職場づくりを推進すること

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

-

101,639

定性的指標
目標年度

- -

8

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

28年度活動見込

-

12 11 8 -

26年度 27年度

12 11

25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

（独）労働者安全衛生総合研究所が行う事業の運営に必要な経費を交付し、事業場における災害の防止並びに労働者の健康の保持増進及び職業
性疾病の病因、診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行うことにより労働災害防止対策が図られ、測定指標
１及び２に寄与すると見込んでいる。

-

歳出予算目

- 29

改革
項目

分野： -

施策の進捗状況（実績）

26年度 27年度

1,057

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

- -

-

達成度 ％ -

計算式 X / Y

-

2,015百万
円/12課題

26年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 課題

当初見込み 課題

単位

-

1 労働災害による死亡者数

2 労働災害による死傷者数（休業４日以上）
実績値 人

28年度当初予算

118,157 119,535 116,311 - -

目標値 人 - -

2,007百万
円

／8課題

1,971百万
円/11課題

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）目標

年度

－ -成果実績

百万円/課題

中間目標

－

単位

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ
Ｘ：「執行額」

Ｙ：「研究課題数」

単位当たり
コスト

- -

年度

972 -

目標値 人

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位

27年度限りの経費

-

計画開始時
27年度 28年度

- - - -

　中期計画に示したプロジェクト研究課題のうち、平成
25年度については12課題、平成26年度については11課
題、平成27年度については8課題を実施する。

-

28年度活動見込

168 179 251

0 0

年度

中間目標

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

活動指標

-

-

目標値

929

目標最終年度

-



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

労働安全衛生総合研究所は、主に労働者の災害防止や健
康管理等の研究を実施しており、事業者から徴収した労災
保険料（特別会計）から経費を支出していることから、受益者
との負担関係は妥当である。また、一般会計についても、災
害防止を目的とした労働者の健康管理等の研究結果は広く
国民の安全や健康管理等にも応用できることから、受益者と
の負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

－

378

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
プロジェクト研究については８課題実施するなど、いずれも
見込からの乖離はなく、目標を達成している。

○

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○平成26年度の会計検査院の検査報告を踏まえた対応
　　電気及びガスの調達契約を締結するに当たり、特定調達の対象となる要件を満たす場合には、一般競争に付するなどの協定等に基づく契約手続を実施する
ことにより、内外無差別原則の確立と手続の透明性等を確保するよう是正改善の処置を求められたことから、指摘の趣旨を踏まえ、特定調達の対象となる要件を
満たす場合には、政府調達に関する協定等に基づく契約手続を適切に実施するよう関係部門に周知するなど、内外無差別原則の確立と手続の透明性等を確保
するための所要の措置を講じた。

所管府省・部局名

－

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は目標を達成している。

事業番号
関
連
事
業

独立行政法人労働安全衛生総合研究
所施設整備費に必要な経費

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

関連事業について、本事業と同じ部署で対応している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

労働安全衛生に関する社会的ニーズに対応した課題につい
て、調査及び研究を実施することは優先度が高い。

一般競争入札によりコスト削減に努めており妥当な水準に
なっている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－ －－

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

（平成27年度終了事業）
　平成28年度からは独立行政法人労働者健康福祉機構と統合し、独立行政法人労働者健康安全機構となるが、新しい組織においても、引き
続き計画に沿った予算執行を行い、成果目標及び活動指標を達成し、効率的に業務を運営することで、行政施策推進上有益な研究を適切に
実施していきたい。

　中期計画に沿った予算執行がなされていること、また、成果目標及び活動指標ともに達成できていることから、効率的な業務運営のもと、行
政施策推進上有益な研究が適切に実施されているものと評価できる。

事業名

○

施設は各研究に活用しているほか、成果物である研究成果
は行政施策の関係法令・指針・通達等に２０件反映するなど
活用している。

○

研究計画段階でヒアリング・評価するなど精査しており、上記
欄に記載の事業目的に限定されている。

○
一般競争入札による契約先の選定を行っており妥当である。
一者応札については、十分な公告等期間の確保を図り、詳
細な調達情報の提供を行うこととしたい。

○

評　価項　　目

我が国は年間50万人以上が労災で被災するなど依然として
安全衛生上の様々な課題を有している中で、労働安全衛生
に関する社会等のニーズに対応した課題について、調査及
び研究を実施する必要がある。

厚生労働省労働基準局安全衛生部

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

労働安全衛生に関する総合的な研究、労働災害の調査及び
その社会への還元を目的とした労働安全衛生総合研究所で
行っている事業については、地方自治体、民間企業におけ
る実施は本質的になじまない。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

［独立行政法人労働安全衛生総合研究所運営費交付金］

一般会計 区分経理

計 40 計 0

C.株式会社日本環境ビルテック D.

費　目 使　途

業務委託費 庁舎内施設維持管理 40

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 15 計 79

費　目 使　途
金　額

(百万円）

15

平成22年度

B.大栄電気株式会社

修繕費水道設備更新工事

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

355

平成24年度

平成27年度平成25年度

自動火災報知器設備更新

使　途

業務委託費

781

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

366

689

金　額
(百万円）

A.横河東亜工業株式会社

79

906

344

平成23年度

厚生労働省

（2,007百万円）

（ 事業管理 ）

独立行政法人

労働安全衛生総合研究所

（2,007百万円）

（ 労働安全衛生研究及び災害調査等の実施 ）

一般勘定

138百万円

人件費

94百万円

業務経費

17百万円

一般管理費

27百万円
人件費

1,053百万円

業務経費

637百万円
一般管理費

179百万円

労働保険特別会計

労災勘定

社会復帰促進等事業勘定

1,869百万円

【一般競争入札】

Ａ.横河東亜工業株式会社

15百万円
Ｂ.大栄電気株式

会社等（50社）

569百万円

【一般競争入札】 【一般競争入札】

Ｃ.株式会社日本環

境ビルテック等（８

社）



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

水道設備更新工事 2 47.4％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札1010701010122 15

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

8

5

6

東京コンピューター
サービス株式会社

3010001005226
ノートパソコンの購入及び
導入

3 一般競争入札 2 95.1％ -

綜合警備保障株式
会社

3010401016070
鍵管理装置及びカメラ監視
装置

5 一般競争入札 2 93.5％ -

3

4

1

2

株式会社日本環境ビ
ルテック

6013301022656 施設維持管理（登戸） 40 一般競争入札 5 55.1％ -

6

7

4

5

東京ガス株式会社 2010401079028
独立行政法人労働安全衛
生総合研究所（登戸地区）
で使用するガス

31 一般競争入札 1 99.3％ －

10

8

9

株式会社Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 2010701022133
独立行政法人労働安全衛
生総合研究所（清瀬地区）
で使用する電気

19 一般競争入札 4 75.3％ －

株式会社ダイソー 9100001013445
平成27年度労働安全衛生
総合研究所建物外壁補修

27 一般競争入札 3 43％ －

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大栄電気株式会社 7010001049005 自動火災報知器設備更新 79 一般競争入札 1 －

一般競争入札 2 99.6％ －

株式会社ＪＥＣＣ 2010001033475
学術情報ネットワーク接続
システム（賃貸借及び保
守）

45 一般競争入札 2 89.2％ －

2

99.6％

株式会社守谷商会 2010001059025 走査型電子顕微鏡購入 53

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

東京電力株式会社 1010001008825

株式会社Ｆ－Ｐｏｗｅｒ 2010701022133
独立行政法人労働安全衛
生総合研究所（登戸地区）
で使用する電気

26 一般競争入札 3 85.5％ －

独立行政法人労働安全衛
生総合研究所（登戸地区）
で使用するガス

22 一般競争入札 2 67％ －

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

株式会社ケー・エー・
シー

4130001020674
平成２７年度（登戸地区）実
験動物管理

17 一般競争入札 1 99.9％ －

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

株式会社興建社 2011301002310
配管等爆発実験施設シャッ
ター改修

17 一般競争入札 3 91％ －

横河東亜工業株式
会社

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社須田ビルメ
ンテナンス

2012801000745 施設維持管理（清瀬） 34 一般競争入札 12 53.8％ -

株式会社櫻澤工務
店

3020001067819
「労働安全衛生総合研究所
（登戸地区）管理棟屋上防
水処置

17 一般競争入札 1 97.9％ -

東京コンピューター
サービス株式会社

3010001005226
電子決裁システムソフト購
入

8 一般競争入札 2 63％ -

株式会社玉川造園 2012401004931 樹木伐採剪定 8 一般競争入札 9 99.4％ -

株式会社ＮＴＴデー
タ・アイ

2011101056358 会計システム運用支援 2 一般競争入札 1 100％ -


